
 
  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成18年６月30日

【事業年度】 第48期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

【会社名】 エフワン株式会社

【英訳名】 F - one LIMITED

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  宮 﨑 國 敏

【本店の所在の場所】 大阪市中央区博労町２丁目６番８号

【電話番号】 (06)6241―8520

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  竹 田 克 己

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区博労町２丁目６番８号

【電話番号】 (06)6241―8520

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  竹 田 克 己

【縦覧に供する場所】 エフワン株式会社東京支店

(東京都港区元赤坂１丁目１番７号 モートサイドビル 

３Ｆ)

株式会社大阪証券取引所

(大阪市中央区北浜１丁目８番16号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する会社がないため記載しておりません。 
３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
４ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日
企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平
成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  なお、同基準及び適用指針の適用に伴う影響はありません。 
５ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。 

第一部 【企業情報】

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

 売上高 (千円) 2,773,767 1,947,701 2,147,472 2,356,682 2,478,244

 経常利益又は 
 経常損失(△)

(千円) △331,476 △107,907 △21,054 46,939 111,001

 当期純利益 
 又は当期純損失(△)

(千円) 3,857,349 △377,876 210,175 48,391 339,227

 持分法を適用した 
 場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

 資本金 (千円) 1,027,026 1,027,026 1,027,026 1,027,026 1,027,026

 発行済株式総数 (千株) 20,540 20,540 20,540 20,540 20,540

 純資産額 (千円) 1,045,017 666,280 876,091 923,554 1,271,051

 総資産額 (千円) 2,035,287 1,815,850 1,655,407 1,743,451 1,696,627

 １株当たり純資産額 (円) 50.91 32.48 42.72 45.05 62.02

 １株当たり配当額 
 (内１株当たり 
 中間配当額)

(円)
― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

―
(―)

 １株当たり 
 当期純利益又は 
 １株当たり 
 当期純損失(△)

(円) 151.64 △18.41 10.25 2.36 16.55

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 51.3 36.7 52.9 53.0 74.9

 自己資本利益率 (％) ― ― 27.3 5.4 30.9

 株価収益率 (倍) 0.4 ― 9.6 57.2 11.1

 配当性向 (％) ― ― ― ― ―

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) △509,850 △99,226 △9,438 56,156 140,004

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) 1,339,184 △19,271 12,157 △74,443 △745,348

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) △415,697 △860 △364 99,071 △101,123

 現金及び現金同等物 
 の期末残高

(千円) 1,052,350 932,992 849,154 932,654 234,912

 従業員数 
 (外、平均臨時 
 雇用者数)

(名)
81 
(18)

79
(6)

90
(4)

108 
(3)

126
(3)



２ 【沿革】 

株式額面変更の目的で昭和38年２月１日に、実質上の存続会社たる三物株式会社(被合併会社 株式額面

500円)を吸収合併したため、合併期日前については実質上の存続会社に関するものを記載しております。

形式上の存続会社たる三物株式会社の設立年月日は昭和25年６月20日であります。 

  

 
  

年月 概要

昭和33年８月 滝本株式会社の貿易部門を分割し、大阪市東成区中浜に資本金1,500万円にて滝本貿易株式 

会社を設立。

昭和34年９月 商号を三物貿易株式会社に変更。

昭和36年10月 商号を三物株式会社に変更。

昭和38年２月 株式額面変更を目的として、形式上の存続会社たる三物株式会社(合併会社 株式額面50 

円)と合併。 

大阪市阿倍野区美章園に本店を移転。

昭和38年４月 商号をエフワン株式会社に変更。

昭和38年８月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和46年12月 東京支店を設置。

昭和47年２月 大阪市南区(現 中央区)末吉橋通に本店を移転。

昭和50年４月 大阪市阿倍野区美章園に本店を移転。

昭和60年８月 東京都渋谷区神宮前に東京支店を移転。

平成５年８月 川崎市高津区に東京支店を移転。

平成７年10月 エフワン産業株式会社を吸収合併。

平成７年12月 東京都江東区塩浜に東京支店を移転。

平成12年７月 フード事業部門を日本製粉株式会社に営業譲渡。

平成13年７月 東京都港区元赤坂に東京支店を移転。

平成13年10月 大阪市中央区博労町に本店を移転。



３ 【事業の内容】 

当社は、東京・大阪を中心とした直営店および全国に亘るフランチャイズ・チェーン店及び特約店を通

じ主としてオーダー紳士服の販売を行っております。また、紳士服製造会社であるグッドヒル株式会社

(親会社)との協力体制を強め、在庫リスクの少ないオーダー商内へ特化し、製販一体経営を行なっており

ます。又、中国市場での拡販を目指し、当下期に設立した北京エフワン服装有限責任公司(非連結子会社)

との販売協力体制を整えております。 

事業系統図は次の通りであります。 
 

  

４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) １ 有価証券報告書の提出会社ではありません。 

２ 「議決権の被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前事業年度に比べ18名増員しておりますが、その主な理由は新規出店による採用によるものであ

ります。 

  

(2) 労働組合の状況 

ゼンセン同盟エフワン労働組合がありますが、労使関係につき特記すべき事項はなく、円満に推移し

ております。 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
被所有割合(％)

関係内容

(親会社)

グッドヒル㈱ (注) 鳥取県鳥取市 100,000 紳士服製造
53.8
(6.2)

紳士服製造委託・ 
生地購入 
役員の兼任６名

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

126(3) 41.9 10.8 3,877



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加等を背景に景気は緩やかな回復基調で

推移し、個人消費についても、年金問題・税制改正等の将来不安要因等はあるものの明るい兆しが見え

てきました。 

 このような状況のもと、当社は当社にしかできない質の高い商品及び真心のこもったサービスの提供

こそが「エフワン」だという強い信念で、業績の向上に全力で取り組んでまいりました。 

 この結果、売上高は前年同期比5.2％増の2,478百万円となり、営業利益は前年同期比42百万円増の65

百万円、経常利益も前年同期比64百万円増の111百万円となりました。また、当期純利益につきまして

も、特別利益として年金基金の制度変更による戻入益220百万円計上したこと等により、前年同期比290

百万円増の339百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、234百万円と前年同期と比べ697百万円

(74.8％)の減少となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における営業活動の結果得られた資金は、140百万円(前年同期比83百万円の増加）となりまし

た。これは主に税引前当期純利益の計上によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における投資活動の結果使用した資金は、745百万円(前年同期比670百万円の増加)となりまし

た。これは主に投資有価証券の取得によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における財務活動の結果使用した資金は、101百万円(前年同期比200百万円の増加)となりまし

た。これは主に短期借入金の返済によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当期における生産実績を品種別に示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 金額は販売価額の平均単価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当期における商品仕入実績を品種別に示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 金額は仕入価額であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当事業年度におきましては制服関係の受注が僅少ですので記載をしておりません。 

  

(4) 販売実績 

当期における販売実績を品種別に示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

オーダー製品 2,152,675 106.0

合計 2,152,675 106.0

区分 仕入高(千円) 前年同期比(％)

その他 204,734 101.0

合計 204,734 101.0

区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

オーダー製品 2,152,675 106.0

その他 325,569 99.6

合計 2,478,244 105.2



３ 【対処すべき課題】 

紳士服市場の成熟化並びに少子化によるパイの縮小に加え、団塊世代、団塊ジュニア世代を中心とした

構造的な消費行動の大きな変化に対応すべく、当社は、これまで地道に培ってきた企業力を基盤に、販売

力の強化とローコスト経営の更なる徹底追求を行ってまいります。 

 オーダーに特化した強みを生かし、品位・風格とも比類のない優れた商品をお客様に提供することによ

り、「エフワン」ブランドの確立を目指します。 

  

４ 【事業等のリスク】 

(1) 営業上のリスク 

当社の経営成績は、オーダー服地の主な原料である羊毛価格相場により直接的な影響を受ける可能性

があります。 

また、主な購買層である一般サラリーマンの景況感、特に所得環境・雇用情勢等により左右される個

人消費の変化並びに昨今毎年のように見られる天候不順のような自然的要因により影響を受ける可能性

があります。 

(2) 為替相場のリスク 

当社では、投資有価証券のうち外国債がありますので、為替レートの変動により財務状況に影響を及

ぼす可能性があります。 

(3) 店舗賃借による差入保証金のリスク 

当社では、直営店舗の賃貸借契約の際、貸主に保証金等を差し入れております。保証金等は契約期間

の満了により解約する際返還されますが、貸主の事由(経済的破綻等)により、その一部又は全額が回収

不能となる場合や当社の都合で中途解約した場合には返還されないことがあります。このような事態が

生じた場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 個人情報に関するリスク 

当社では、オーダー商品の販売時においてお客様の個人情報を保有しております。その情報の取り扱

いに関しましては情報管理規定及び社員教育の徹底により細心の注意を払っておりますが、予期せぬ事

態により流出が発生した場合、当社に社会的信用力の低下等により業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当事業年度の経営成績の分析 

当社の当事業年度の経営成績は、新規オーダー店舗の出店ならびに既存店舗の販売戦略等の見直しに

よる販売力の強化、当社独自の質の高い商品・サービスの提供ならびに経費の節減による収益の向上に

努めたことにより、前事業年度に比べ5.2％増の2,478百万円、営業利益65百万円(前年同期比42百万円

増）、経常利益111百万円(前年同期比64百万円増)となりました。 

 当期純利益につきましても、年金基金の制度変更による戻入益を220百万円特別利益として計上した

こと等により、前事業年度に比べ290百万円増の339百万円となりました。 

  



(2) 財政状態 

(流動資産) 

当事業年度末の流動資産の残高は426百万円となり、前事業年度末比740百万円の減少となりました。

その主な要因は、資金の有効活用による投資有価証券の取得に739百万円を投資したため、現金及び預

金が減少したことによるものであります。 

(固定資産) 

当事業年度末の固定資産の残高は1,269百万円となり、前事業年度末比693百万円の増加となりまし

た。その主な要因は、投資有価証券の取得により投資有価証券残高が前事業年度に比べ755百万円増加

し、一方当事業年度において固定資産の減損損失を計上したこと等により、有形固定資産及び無形固定

資産の残高が前事業年度末残高より43百万円減少したことによる差し引きであります。 

(流動負債) 

当事業年度末の流動負債の残高は231百万円となり、前事業年度末比131百万円の減少となりました。

その主な要因は、短期借入金100百万円の返済及び買掛金残高が前事業年度末残高に比べ22百万円減少

したことによるものであります。 

(固定負債) 

当事業年度末の固定負債の残高は194百万円となり、前事業年度末比263百万円の減少となりました。

その主な要因は、退職給付引当金が前事業年度末残高に比べ265百万円減少したことによるものであり

ます。 

(資本) 

当事業年度末の資本の残高は1,271百万円となり、前事業年度末比347百万円の増加となりました。そ

の主な要因は、当期純利益を339百万円計上したことにより、利益剰余金が238百万円となり、前事業年

度末比339百万円増加したことによるものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度において実施いたしました設備投資の総額は、10百万円で、主として直営店2店舗の出店に

伴うものであります。 

 なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 本店及び東京支店はグッドヒル販売㈱より賃借しております。 

２ 臨時従業員数3名(年間平均人員)は上記従業員数に記載しておりません。 

３ リース契約による主な賃借設備は次の通りであります。 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 器具備品 合計

本店 
(大阪市中央区)

管理業務設備 ― 2,832 2,832 26

東京支店 
(東京都港区)

管理業務設備 178 1,582 1,761 6

関西地区直営店 
(大阪市中央区他) 
15店舗

繊維製品販売設備 8,185 2,834 11,020 33

関東地区直営店 
(東京都千代田区他) 
24店舗

繊維製品販売設備 8,693 3,899 12,593 50

その他直営店 
(札幌,仙台,名古屋,広島,福
岡) 
5店舗

繊維製品販売設備 2,486 2,000 4,487 11

名称 台数 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高 
(千円)

事務用機器 ５台 ５年間 1,049 3,091

店舗用什器・備品 ― ― 130 ―

自動車 ９台 ５年間 5,556 9,792



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 資本の額のうち株金総額超過額      687,600千円 

２ 三井物産株式会社保有当社株式の任意無償消却   13,981千株 699,073千円 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 82,000,000

計 82,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 20,540,525 20,540,525
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 20,540,525 20,540,525 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年８月７日 
(注)１、２

△13,981 20,540 △1,386,673 1,027,026 ― ―



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上の自己株式46,215株は「個人その他」に46単元、「単元未満株式の状況」に215株含まれておりま

す。なお、平成18年３月31日現在の実保有残高は、46,946株であります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 5 7 49 1 3 1,382 1,447 ―

所有株式数 
(単元)

― 667 54 13,157 5 7 6,455 20,345 195,525

所有株式数 
の割合(％)

― 3.28 0.27 64.67 0.02 0.03 31.73 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

グッドヒル株式会社 鳥取市吉成２－14－21 9,667 47.06

株式会社日本海リッチランド 鳥取市吉方温泉１－561 1,258 6.12

エフワン取引先企業持株会 大阪市中央区博労町２－６－８ 472 2.29

株式会社鳥取銀行 鳥取市永楽温泉町171 312 1.51

株式会社三景 東京都台東区浅草橋５－３－２ 311 1.51

御幸ホールディングス株式会社 名古屋市西区市場木町390 246 1.19

田 村 伊都子 鳥取市興南町 241 1.17

吉 岡 利 固 鳥取市上町 236 1.14

小斉平 由 美 宮崎県小林市大字真方 222 1.08

丸一商事株式会社 高松市桜町１－７－26 214 1.04

計 ― 13,180 64.17



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 46,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,299,000
20,299 ―

単元未満株式  
普通株式 195,525 ― ―

発行済株式総数 20,540,525 ― ―

総株主の議決権 ― 20,299 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

エフワン株式会社
大阪市中央区博労町 
２―６―８

46,000 ― 46,000 0.22

計 ― 46,000 ― 46,000 0.22



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は従来より、収益に応じた適正かつ安定的な収益配分を基本としてまいりました。 

当期につきましては繰越損失も一掃いたしましたが、収益状況、財務状況を考慮し当期も引続き無配と

いたしました。今後株主各位のご期待に沿うよう早期復配を目指し努力していく所存であります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 89 85 119 185 220

最低(円) 50 43 40 95 121

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 167 220 201 214 209 195

最低(円) 151 164 194 166 156 173



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

吉 岡 利 固 昭和３年３月20日生

昭和36年１月 当社入社 取締役経理部長

236

昭和42年８月 当社常務取締役

鳥取エフワン株式会社(現グッドヒル

株式会社)代表取締役社長

昭和47年７月 当社専務取締役 

株式会社日本海リッチランド代表取締

役社長(現任)

昭和54年10月 当社専務取締役退任

平成13年６月 当社取締役会長

同 年７月 株式会社新日本海新聞社取締役社主兼

会長(現任)

同 年８月 グッドヒル株式会社取締役会長

平成17年４月 株式会社ザ・プレス大阪代表取締役社

主(現任)

同 年６月

同 年11月

当社代表取締役会長(現任)

グッドヒル株式会社代表取締役社主

(現任)

代表取締役 
社長

営業本部長 宮 﨑 國 敏 昭和22年７月22日生

昭和56年７月 鳥取エフワン株式会社(現グッドヒル

株式会社)入社

37

平成５年11月 同社取締役営業部長

平成13年２月 当社営業部長

平成13年６月 当社代表取締役社長(営業本部長)(現

任)

同 年８月 グッドヒル株式会社常務取締役(現任)

取締役 経理部長 竹 田 克 己 昭和21年12月19日生

昭和45年４月 当社入社

18

平成11年４月 当社総務経理部長兼経理室長

同 年 ６月 当社取締役総務経理部長兼経理室長

平成12年６月 当社取締役総務経理部担当兼情報シス

テム部長

平成13年６月 当社取締役経理部長(現任)

取締役 総務担当 吉 岡   徹 昭和33年５月31日生

平成３年１月 鳥取エフワン株式会社(現グッドヒル

株式会社)入社

100
平成10年11月 同社取締役総務部長

平成13年６月 当社取締役(総務担当)(現任)

平成17年11月 グッドヒル株式会社常務取締役(現任)

取締役 花 岡 伸 行 昭和23年２月17日生

昭和47年４月 鳥取エフワン株式会社(現グッドヒル

株式会社)入社

10

昭和62年11月 同社取締役管理本部長

平成５年11月 同社常務取締役

平成10年11月 同社専務取締役

平成13年６月 当社取締役(現任)

 同 年８月 グッドヒル株式会社代表取締役社長

平成17年11月 同社取締役副会長(現任)

取締役 中 島   保 昭和17年４月３日生

昭和43年９月 鳥取エフワン株式会社(現グッドヒル

株式会社)入社

100

昭和62年11月 同社取締役経理部長

平成10年11月 同社常務取締役(現任)

平成12年11月 株式会社新日本海新聞社取締役(現任)

平成13年６月 当社取締役(現任)



 
(注) １ 監査役竹内 貢及び本城 守は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役吉岡 徹は、代表取締役会長吉岡利固の次男であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常勤監査役 豊 岡 郁 夫 昭和22年１月25日生

昭和44年４月 当社入社

19平成７年７月 当社総務経理部人事総務室長

平成12年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 竹 内   貢 大正７年12月22日生

昭和38年７月 大阪国税局調査査察部調査審理課長

10

昭和47年12月 監査法人トーマツ代表社員

昭和58年11月 鳥取エフワン株式会社(現グッドヒル

株式会社)監査役(現任)

昭和60年９月 学校法人立命館監事

平成13年６月 当社監査役(現任)

同 年７月 公認会計士竹内貢事務所所長(現任)

監査役 本 城   守 昭和19年９月28日生

昭和51年３月 株式会社日本海新聞社入社

4

平成11年５月 同社総務局長

平成12年10月 同社取締役総務局長

平成15年10月 同社常務取締役総務局長(現任)

平成18年６月 当社監査役(現任)

計 534



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、継続的に収益を上げ企業価値を高めていくことが企業の目的であり、適正な税金の負担、雇

用の確保等の社会的責任を果たすことが企業の大きな役割であると考えております。また、適時適切な

情報の提供等による企業と株主をはじめとするステークホルダーとの円滑な関係の構築が、企業価値増

大を目指す企業活動にとって重要であると認識しております。 

そのためには、経営の透明性・健全性・遵法性が確保でき、経営環境の変化に迅速かつ適正に対応で

きるコーポレート・ガバナンスの確立が企業経営にとって必要不可欠であると認識し、その体制の構築

及び監督機能の充実・強化に取り組んでまいります。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 当社は、経営の基本方針をはじめとする重要事項や法令で定められた事項を決定するとともに業

務執行を監督するため、定例的に取締役会を開催し、また必要に応じて適宜臨時取締役会を開催

しております。取締役会は取締役６名で構成しており、監査役３名も出席しております。 

② 当社は、監査役制度を採用しております。監査役会は監査役３名で構成しており、内２名は社外

監査役であります。各監査役は取締役会等の重要会議に出席するほか、重要な書類の閲覧等を行

ない、意思決定及び業務執行の適法性、妥当性を客観的立場で監視する体制をとっております。

③ 当社は、社外取締役を選任しておりません。 

④ 当社は、法律事務所と顧問契約を締結し、法律上の指導・助言を受けております。 

⑤ コーポレート・ガバナンスの体制の概要 

  

 

  

  

  



(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制につきましては、様々なリスクに迅速かつ的確に対応するため、各部門長と取

締役との連絡を密にし、定期的な報告と協議を行うことにより適正な事業運営を行っております。 

今後も経営の安定成長を継続するため、リスク管理体制の整備に取り組んでまいります。 

  

(3) 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、内部監査室が設置されており、内部監査規定に基づき各直営店舗の監査を

中心に内部監査を実施し、業務活動の適正性・遵法性等が確保できるよう取り組んでおります。なお、

内部監査室の人員は1名となっておりますが、必要に応じてその他管理部門の人員が監査業務補助者と

して活動しております。 

また、監査役監査につきましては、取締役会等各種重要会議に出席するほか、重要な書類の閲覧等を

行い、取締役の職務執行を充分に監視する体制をとっております。 

  

(4) 会計監査の状況 

会計監査につきましては、太陽ＡＳＧ監査法人と監査契約を締結しており、正しい経営情報を提供

し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。 

内部監査室及び監査役、会計監査人は必要に応じ随時情報の交換を行なうことで相互の連携を高めて

おります。 

なお、会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりで

す。 

・会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数 

    代表社員業務執行社員：山田 茂善 継続監査年数（1年） 

    代表社員業務執行社員：高木  勇 継続監査年数（4年） 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士６名、会計士補２名、その他１名 

  

(5) 役員報酬の内容 

 
(注) １ 使用人兼務取締役の使用人給与相当額7,020千円は含まれておりません。 

２ 取締役のうち５名及び監査役のうち１名は無報酬となっております。 

  

(6) 監査報酬の内容 

 
  

(7) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係 

当社の監査役は３名で、うち２名が社外監査役であります。 

公認会計士である社外監査役の竹内貢氏は、親会社であるグッドヒル株式会社の監査役を兼務してお

ります。 

同社とは紳士服製造委託の取引関係にあるほか、役員兼任の人的関係があります。 

  

取締役に支払った報酬 ―千円

監査役に支払った報酬 9,600千円

公認会計士法第２条第１項の規定する業務に基づく報酬 9,600千円

上記以外の業務に基づく報酬 ―千円



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日

まで)の財務諸表については太陽監査法人により監査を受け、当事業年度(平成17年４月１日から平成18年

３月31日まで)の財務諸表について、太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受けております。 

なお、太陽監査法人は、平成18年1月1日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法

人に変更しております。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は、次のとおりであります。 

資産基準      0.53％ 

売上高基準     0.10％    

利益基準      0.04％  

利益剰余金基準   0.07％  

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

第47期
(平成17年３月31日)

第48期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 932,654 234,912

 ２ 受取手形 2,069 779

 ３ 売掛金 ※３ 304,776 243,286

 ４ 材料 5,278 5,264

 ５ 仕掛品 9,232 10,535

 ６ 前払費用 17,708 18,970

 ７ 前払年金費用 ― 727

 ８ 未収入金 ※３ 6,597 6,850

 ９ その他 10,558 25,244

 10 貸倒引当金 △121,300 △119,600

   流動資産合計 1,167,577 67.0 426,969 25.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 68,517 52,158

    減価償却累計額 34,065 34,452 32,614 19,544

  ２ 器具備品 56,782 43,423

    減価償却累計額 29,309 27,473 30,274 13,149

  ３ 土地 255 ―

   有形固定資産合計 62,180 3.5 32,693 1.9



第47期
(平成17年３月31日)

第48期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 333 133

  ２ その他 16,607 3,239

   無形固定資産合計 16,940 1.0 3,372 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 900 756,317

  ２ 関係会社株式 ― 4,118

  ３ 出資金 121 121

  ４ 長期貸付金 45,752 44,577

  ５ 従業員に対する 
    長期貸付金

20,282 11,700

  ６ 破産更生債権等 99,515 77,865

  ７ 長期前払費用 8,701 4,823

  ８ 保証金 417,679 409,266

  ９ 貸倒引当金 △96,200 △75,200

   投資その他の資産合計 496,752 28.5 1,233,591 72.7

   固定資産合計 575,873 33.0 1,269,657 74.8

   資産合計 1,743,451 100.0 1,696,627 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※３ 158,528 136,366

 ２ 短期借入金 100,000 ―

 ３ 未払金 20,951 13,739

 ４ 未払法人税等 15,691 16,969

 ５ 未払消費税等 13,038 12,568

 ６ 未払費用 24,598 24,875

 ７ 前受金 773 2,872

 ８ 預り金 2,250 1,749

 ９ 賞与引当金 22,000 16,000

 10 その他 4,809 6,343

   流動負債合計 362,642 20.8 231,484 13.7



 
  

第47期
(平成17年３月31日)

第48期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 265,835 ―

 ２ 長期預り金 191,418 187,644

 ３ 繰延税金負債 ― 6,446

   固定負債合計 457,253 26.2 194,090 11.4

   負債合計 819,896 47.0 425,575 25.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,027,026 58.9 1,027,026 60.5

Ⅱ 利益剰余金

   当期未処分利益又は  
   当期未処理損失

△100,578 238,649

   利益剰余金合計 △100,578 △5.8 238,649 14.1

Ⅲ その他有価証券評価差額金 ― ― 9,393 0.5

Ⅳ 自己株式 ※２ △2,893 △0.1 △4,017 △0.2

   資本合計 923,554 53.0 1,271,051 74.9

   負債及び資本合計 1,743,451 100.0 1,696,627 100.0



② 【損益計算書】 

  
第47期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,356,682 100.0 2,478,244 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製商品期首たな卸高 290 ―

 ２ 当期商品仕入高 202,721 204,734

 ３ 当期製品製造原価 1,095,353 1,156,395

合計 1,298,364 1,361,130

 ４ 他勘定振替高 ※１ 3,038 4,443

 ５ 製商品期末たな卸高 ― 1,295,326 55.0 ― 1,356,686 54.7

   売上総利益 1,061,356 45.0 1,121,558 45.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売手数料 69,916 70,370

 ２ 荷造運賃 28,507 31,653

 ３ 広告宣伝費 484 2,170

 ４ 給料 390,595 422,758

 ５ 賞与 10,890 3,886

 ６ 賞与引当金繰入額 22,000 16,000

 ７ 退職給付費用 △23,142 △39,172

 ８ 法定福利費 57,778 59,909

 ９ 賃借料 214,845 229,402

 10 減価償却費 33,739 20,557

 11 その他 232,411 1,038,026 44.0 238,291 1,055,828 42.6

   営業利益 23,329 1.0 65,730 2.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 12,827 2,287

 ２ 有価証券利息 ― 29,180

 ３ 受取保険金 5,496 2,213

 ４ 為替差益 2,716 8,724

 ５ その他 2,603 23,643 1.0 3,169 45,576 1.8



 
  

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 30 305

 ２ その他 3 33 0.0 0 305 0.0

   経常利益 46,939 2.0 111,001 4.5

Ⅵ 特別利益

 １ 退職給付引当金戻入益 ※２ ― 220,030

 ２ 店舗移転補償金等 ― 55,145

 ３ 賞与引当金戻入益 ― 18,240

 ４ 貸倒引当金戻入益 14,600 14,600 0.6 ― 293,415 11.8

Ⅶ 特別損失

 １ 減損損失 ※３ ― 37,149

 ２ 貸倒引当金繰入額 ― 14,334

 ３ 店舗閉鎖損失 ※４ 2,519 2,519 0.1 ― 51,484 2.1

   税引前当期純利益 59,020 2.5 352,932 14.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

10,628 0.4 13,704 0.5

   当期純利益 48,391 2.1 339,227 13.7

   前期繰越損失 148,970 100,578

   当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△)

△100,578 238,649



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費

 １ 材料期首たな卸高 3,369 5,278

 ２ 当期仕入高 ※１ 280,210 285,124

合計 283,580 290,402

 ３ 他勘定振替高 ※２ 22,230 22,716

 ４ 材料期末たな卸高 5,278 256,070 23.4 5,264 262,421 22.7

Ⅱ 外注加工費 ※３ 837,442 76.6 895,276 77.3

   当期総製造費用 1,093,513 100.0 1,157,698 100.0

   仕掛品期首たな卸高 11,073 9,232

合計 1,104,586 1,166,930

   仕掛品期末たな卸高 9,232 10,535

   当期製品製造原価 1,095,353 1,156,395

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※ 原価計算方法 

 個別原価計算方法

※ 原価計算方法 

 個別原価計算方法

※１ 関係会社からの仕入高 1,514千円 ※１ 関係会社からの仕入高 1,013千円

※２ 他勘定振替高の内訳 

 見本費等への振替であります。

※２ 他勘定振替高の内訳 

 見本費等への振替であります。

※３ 関係会社への外注加工費 835,387千円 ※３ 関係会社への外注加工費 893,974千円



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  
  

 

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 59,020 352,932

   減価償却費 33,739 20,557

   減損損失 ― 37,149

   店舗閉鎖損失 60 ―

   貸倒引当金の減少額 △14,600 △22,700

   賞与引当金の減少額 ― △6,000

   退職給付引当金の減少額 △39,530 △265,835

   受取利息及び受取配当金 △12,827 △31,468

   為替差益 △2,716 △8,724

   支払利息 30 305

   売上債権の減少額 51,869 84,260

   棚卸資産の増減額 221 △1,288

   その他資産の増加額 △4,999 △6,299

   仕入債務の増減額 13,069 △22,162

   未払消費税等の増減額 3,449 △470

   その他負債の増減額 △35,937 2,146

    小計 50,850 132,401

   利息及び配当金の受取額 12,762 23,277

   利息の支払額 △116 △218

   法人税等の支払額 △7,339 △15,455

   営業活動によるキャッシュ・フロー 56,156 140,004



 

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △41,393 △14,409

   投資有価証券の取得による支出 ― △739,578

   出資金の取得による支出 △10 ―

   関係会社株式の取得による支出 ― △4,118

   長期前払費用の取得による支出 △3,216 ―

   保証金の差入れによる支出 △49,348 △6,664

   保証金の返還による収入 36,412 12,200

   貸付金の貸付による支出 △28,604 △4,203

   貸付金の回収による収入 11,716 11,425

   投資活動によるキャッシュ・フロー △74,443 △745,348

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 100,000 ―

   短期借入れの返済による支出 ― △100,000

   自己株式の買取・売却による収支差額 △928 △1,123

   財務活動によるキャッシュ・フロー 99,071 △101,123

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,716 8,724

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 83,500 △697,742

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 849,154 932,654

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 932,654 234,912



④ 【利益処分計算書又は損失処理計算書】 

  
  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第47期 
(平成17年６月29日)

第48期 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 100,578 Ⅰ 当期未処分利益 238,649

Ⅱ 損失処理額 ― Ⅱ 利益処分額 ―

Ⅲ 次期繰越損失 100,578 Ⅲ 次期繰越利益 238,649



重要な会計方針 

  

項目
第47期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

―――

その他有価証券 

 (時価のあるもの)

―――

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券 

 (時価のあるもの)

  期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定)

 (時価のないもの) 

  移動平均法による原価法

 (時価のないもの)

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製商品 

  総平均法による原価法 

材料 

  先入先出法による原価法 

仕掛品 

  個別法による原価法

製商品 

            ――― 

材料 

             同左 

仕掛品 

             同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産  定率法 

(主な耐用年数 建物９年～34年) 

無形固定資産  定額法

有形固定資産  定率法 

(主な耐用年数 建物３年～15年) 

無形固定資産  同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備えるため、回

収不能見込額を計上しておりま

す。

  一般債権

   貸倒実績率によっております。

  貸倒懸念債権及び破産更生債権等

   個別に回収可能性を検討し回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に支給する賞与に充てるた

め、実際支給見込額の当期負担額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職金給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

見込額及び年金資産の額に基づ

き、当期末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

項目
第47期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が37,149千円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(貸借対照表) 

前期において区分掲記していた無形固定資産の「電話加

入権」は、資産総額の100分の１以下となりましたの

で、無形固定資産の「その他」に含めて表示いたしまし

た。

―――

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法) 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成16年２月13日)が公表された

ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、

法人事業税の付加価値割および資本割5,062千円を販売

費及び一般管理費として処理しております。

―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

(損益計算書関係) 
  

 
  

第47期
(平成17年３月31日)

第48期
(平成18年３月31日)

※１ 会社が発行する株式 普通株式 82,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 20,540,525株

※１ 会社が発行する株式 普通株式 82,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 20,540,525株

※２ 自己株式の保有数 普通株式 39,984株 ※２ 自己株式の保有数 普通株式 46,946株

※３ 関係会社に係る注記

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する主なものは次の通りであり

ます。

 売掛金 820千円

 未収入金 1,503千円

 買掛金 96,001千円

※３ 関係会社に係る注記

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する主なものは次の通りであり

ます。

 売掛金 1,303千円

 未収入金 1,513千円

 買掛金 84,473千円

 ４

 ５

資本の欠損

 資本の欠損は、103,471千円であります。

―――

 ４

 ５

―――

           
配当制限
商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時
価を付したことにより増加した純資産は9,393
千円であります。

第47期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

※１ 他勘定振替高の内訳は見本等による販売費及び一

般管理費への振替であります。

※１ 他勘定振替高の内訳は見本等による販売費及び

一般管理費への振替であります。

※２ ――― ※２ 退職給付引当金戻入益

 連合設立のエフワン厚生年金基金が代行返上に

伴い制度設計変更(給付利率、繰下利率の引下

げ、15年保証終身年金を15年確定年金に変更等)

を行ったことにより、代行返上後のエフワン企

業年金基金の加入者に係る数理債務が減少し、

一方、同基金の資産に占める当社の年金資産が

増加(年金資産の持分比率の基礎となる数理債務

の当社の全体に占める比率が上昇)したため、退

職給付引当金戻入益として220,030千円の特別利

益を計上いたしました。



  

第47期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

※３ ――― ※３

 

減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
金額  
（千円）

関西地区  
直営店3店舗

店舗用
販売設
備等

建物付属設備 3,741

器具備品 1,880

その他 218

関東地区  
直営店7店舗

店舗用
販売設
備等

建物付属設備 4,417

器具備品 3,187

その他 2,159

その他地区
直営店3店舗

店舗用
販売設
備等

建物付属設備 3,758

器具備品 4,177

その他 218

本社 遊休 電話加入権 12,416

厚生施設 遊休
建物 719

土地 255

計 37,149

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単

位として資産を店舗、遊休資産及び共用資産に

グルーピングしております。店舗については営

業キャッシュ・フローが継続してマイナスであ

る資産グループの帳簿価格を回収可能価額まで

減額し、遊休資産については市場価額より著し

く下落しているため帳簿価額を回収可能価額ま

で減額して当該減少額を減損損失37,149千円と

して特別損失に計上いたしました。 

 回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、店舗につきましては、建物付属設備等を含

め全て正味売却価額を零として評価しておりま

す。遊休資産のうち、本社電話加入権につきま

しては、現時点での休止回線全てについても正

味売却価額を零として取得価額を全額減損損失

に計上いたしました。また、厚生施設につきま

しては、リゾート施設が現在使用不可となり転

売等も不可能なため資産価値なしとみなし正味

売却価額を零として全額減損損失を計上いたし

ました。 

 減損損失の内訳は、建物12,636千円、器具備

品9,245千円、土地255千円、電話加入権13,362

千円、長期前払費用1,650千円であります。

※４ 店舗閉鎖損失の内訳は次の通りであります。 ※４ ―――

 

原状回復費用 1,500千円

リース解約損 958千円

その他 60千円

計 2,519千円



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 932,654千円

現金及び現金同等物 932,654千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 234,912千円

現金及び現金同等物 234,912千円

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 6,500 6,391 108

①         ―――――

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 129千円

１年超 ―千円

合計 129千円

②         ―――――

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額

支払リース料 3,833千円

減価償却費相当額 3,199千円

支払利息相当額 172千円

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額

支払リース料 130千円

減価償却費相当額 108千円

支払利息相当額 0千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 ・利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

第47期(平成17年３月31日) 

  時価評価されていない有価証券 

 
  

第48期(平成18年３月31日) 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

   
３ 時価評価されていない有価証券 

   
４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 
非上場株式

900

種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

①株式 ― ―  ―

 貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

②債券

国債・地方債等 ― ―  ―

社債 ― ―  ―

その他 437,280 464,046 26,766

③その他 ― ―  ―

計 437,280 464,046 26,766

①株式 ― ―  ―

 貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

②債券

国債・地方債等 ― ―  ―

社債 ― ―  ―

その他 ― ―  ―

③その他 302,298 291,371 △ 10,926

計 302,298 291,371 △ 10,926

合計 739,578 755,417 15,839

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 900

1年以内(千円) 1年超5年以内(千円) 5年超10年以内(千円) 10年超(千円)

1.債券

  国債・地方債等 ― ― ― ―

  社債 ― ― ― ―

  その他 ― ― ― 464,046 

2.その他 ― ― ― ―

合計 ― ― ― 464,046 

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんの

で該当事項はありません。

同左



(退職給付関係) 
  

 
  

(税効果会計関係) 
  

 
  

(持分法損益等) 
  

 

  

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、企業年金基金による退職年金制度及び退職

一時金制度を設けております。

  なお、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用

しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左  

  

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △618,492千円

年金資産残高 352,656千円

退職給付引当金 △265,835千円

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △601,087千円

年金資産残高 601,814千円

前払年金費用 727千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 △23,142千円

  年金資産の運用改善により勤務費用がマイナスとな

っております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 △39,172千円

  年金資産の運用改善により勤務費用がマイナスとな

っております。 

損益計算書に関する注記に記載の通り、退職給付引

当金戻入益として220,030千円の特別利益を計上し

ております。

第47期 
(平成17年３月31日)

第48期
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

  繰延税金資産

繰越欠損金 199,070千円

退職給付引当金損金算入
限度超過額

106,547千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 59,221千円

その他 11,445千円

繰延税金資産小計 376,285千円

評価性引当額 △376,285千円

繰延税金資産合計 ―千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳

  繰延税金資産

繰越欠損金 157,722千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 52,216千円

減損損失 11,352千円

その他 8,413千円

繰延税金資産小計 229,704千円

評価性引当額 △229,704千円

繰延税金資産合計 ―千円

  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 6,446千円

繰延税金負債合計 6,446千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  課税所得が発生しないため、該当ありません。

２           同左

第47期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第48期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左



【関連当事者との取引】 

第47期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) 上記金額のうち取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の製造、生地の購入については、毎シーズン価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。 

  

第48期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) 上記金額のうち取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の製造、生地及び製品の購入については、毎シーズン価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定して

おります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 グッドヒル㈱
鳥取県 
鳥取市

100,000 紳士服縫製
(被所有)
直接47.6
間接 6.2

兼任６人
紳士服
製造委託

紳士服製造
委託

835,387 買掛金 95,636

生地の購入 1,514 〃 364

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 グッドヒル㈱
鳥取県 
鳥取市

100,000 紳士服縫製
(被所有)
直接47.6
間接 6.2

兼任６人
紳士服
製造委託

紳士服製造
委託

893,974 買掛金 84,204

生地の購入 1,013 〃 43

製品の購入 214 〃 225



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株あたり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

区分 第47期 第48期

１株当たり純資産額 45円05銭 62円02銭

１株当たり当期純利益 2円36銭 16円55銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益 
(千円)

48,391 339,227

普通株主に帰属しない金額 
(千円)

― ―

普通株式に係る当期純利益 
(千円)

48,391 339,227

普通株式の期中平均株式数 
(千株)

20,504 20,496



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 
  

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券

日本スポンヂャー㈱ 1,000 500

財形住宅金融㈱ 2 400

小計 1,002 900

計 1,002 900

【債券】

銘柄 券面総額(US$) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券

ダイワSMBC#1966FR 4,000,000 464,046

小計 4,000,000 464,046

計 4,000,000 464,046

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券

(証券投資信託の受益証券) 
グローバル債権ファンド

275,242,704口 291,371

小計 ― 291,371

計 ― 291,371



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
「当期減少額」欄の(  )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 68,517 6,784
23,144

52,158 32,614 9,056 19,544
(23,144)

 器具備品 56,782 3,988
17,347

43,423 30,274 9,067 13,149
(17,347)

 土地 255 ―
255

― ― ― ―
(255)

有形固定資産計 125,555 10,773
40,746

95,582 62,888 18,123 32,693
(40,746)

無形固定資産

 ソフトウェア 1,000 ― ― 1,000 866 200 133

 その他 16,668 ―
13,362

3,306 66 5 3,239
(13,362)

無形固定資産計 17,668 ―
13,362

4,306 933 205 3,372
(13,362)

長期前払費用 13,323 ―
2,183

11,140 6,317 2,228 4,823
(2,183)

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 店舗開店又は移転によるもの 5,299千円

器具備品 店舗開店又は移転によるもの 2,919千円



【借入金等明細表】 

  

 
  

【資本金等明細表】 

  

 
(注) 当期末における自己株式は46,946株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の主な金額は、貸倒懸念債権の回収によるものであります。 

賞与引当金の「当期減少額(その他)」欄の主な金額は、賞与引当金戻入益の計上によるものであります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100,000 ― ― ―

合計 100,000 ― ― ―

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 1,027,026 ― ― 1,027,026

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (20,540,525) (―) (―) (20,540,525)

普通株式 (千円) 1,027,026 ― ― 1,027,026

計 (株) (20,540,525) (―) (―) (20,540,525)

計 (千円) 1,027,026 ― ― 1,027,026

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

― (千円) ― ― ― ―

計 (千円) ― ― ― ―

利益準備金及び 
任意積立金

― (千円) ― ― ― ―

計 (千円) ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 217,500 27,200 38,700 11,200 194,800

賞与引当金 22,000 16,000 3,759 18,240 16,000



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 10,579

預金

 当座預金 98,641

 普通預金 25,691

 定期預金 100,000

計 224,332

合計 234,912

相手先 金額(千円)

㈱さとう 397

㈱ロイス 206

カイタック㈱ 176

合計 779

期日 金額(千円)

平成18年４月 460

  〃  ５月 319

合計 779



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金滞留状況 

  

   

 
２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

  

④ 材料 

  

 
  

⑤ 仕掛品 

  

 
  

相手先 金額(千円)

㈲ベイヤ 40,944

㈲エフアンドエム 28,739

小 川   健 24,651

㈲松本洋服店 10,818

㈲メンズショップヤマグチ 10,327

その他(㈲トクラ他) 127,804

合計 243,286

前期繰越高(千円) 
(Ａ)

当期発生高(千円)
(Ｂ)

当期回収高(千円)
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
(Ｄ)

回収率(％) 滞留期間(日)

304,776 2,602,157 2,663,647 243,286 91.6 38.4

(注) １ 回収率＝ ×100   滞留期間＝

(Ａ)＋(Ｄ)

(Ｃ) ２

(Ａ)＋(Ｂ) (Ｂ)

365

区分 金額(千円)

紳士服地 5,264

合計 5,264

区分 金額(千円)

オーダー製品 10,535

合計 10,535



⑥ 保証金 

  

 
  

⑦ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

⑧ 長期預り金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

店舗用賃借敷金 358,258

その他 51,008

合計 409,266

相手先 金額(千円)

グッドヒル㈱ 84,473

松希㈱ 8,359

㈱スズゲン 6,809

東洋紡テクノウール㈱ 5,442

細井商事㈱ 5,316

その他(石田英㈱他) 25,965

合計 136,366

区分 金額(千円)

営業保証金 187,644

合計 187,644



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)平成18年6月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりにな

りました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他止むを得ない事由によって電子公告による公告をす

ることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://www.f-one.co.jp 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

  １株券     10株券
  100株券     500株券 
1,000株券    5,000株券 
10,000株券   100,000株券 
  100株未満の株数表示株券

中間配当基準日 ―――

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝３丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  株主名簿管理人
東京都港区芝３丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 中央三井信託銀行株式会社本店、全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都港区芝３丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  株主名簿管理人
東京都港区芝３丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 中央三井信託銀行株式会社本店、全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典

当社製品の株主優待割引券の交付
  (１枚につき25％割引、商品１点につき25％割引券を２枚迄(50％割引)使用可。)

持 株 数 優待券発行枚数 発行回数 権利確定日

1,000～9,999株 ２枚(１年間有効) 年１回 毎年３月末日

10,000株以上 ４枚(１年間有効) (６月)

50,000株以上 ６枚(１年間有効)

100,000株以上 ８枚(１年間有効)

200,000株以上 10枚(１年間有効)



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、「企業内容等に関する内閣府令第三号様式」記載上の注意(49)ｅに規定する親会社等はあり

ません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 

(第47期)
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
近畿財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第48期中) 自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月15日
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

エフワン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエフワン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エフワン株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

太陽監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   石  川  昌  司  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   高  木     勇  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

エフワン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエフワン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エフワン株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   山  田  茂  善  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   高  木     勇  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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